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Abstract 
The rapid yen's appreciation and domestic market demand squeeze for new cars have contributed 
to the vehicle production reduction at Japanese plants. This reduction have invited the new car 
production cost-up pressure. The previously successful countermeasures of raising the retail price of 
made-in-Japan vehicles in the foreign markets, to cope with the strong yen’s appreciation, are no 
longer workable under the deflational economy of major countries. One of the most feasible solution to 
cope with these environmental problems is the optimal selection where / which model to produce. An 
optimal solution might be the transfer of mass selling vehicle production model from Japan’s plant to 
an overseas plant. This option might be beneficial for the manufacturer, but a body blow to the 
Japanese economy. 
 
要  約 
リーマンショック後の急激な円高による輸出の停滞、少子高齢化とデフレによる国内新車市
場の縮小により、国内自動車生産の操業度が落ち、コストアップ要因ともなっている。世界的
なデフレ環境の下で日本の自動車企業は以前のように品質や高性能を武器に現地での販売価格
を引き上げることによる円高克服は難しくなっている。一方、日本の自動車企業のグローバル
な生産オペレーション・ノウハウやシステムが高度に進化したため、国内販売モデルの生産を
海外生産拠点へと移管することも可能となった。しかしながら、それは国内空洞化という不可
逆的な問題を引き起こすことにつながる。 
 
はじめに 
昨年春に、日産のマーチの生産が追浜工場から同社のタイ工場に全面的に移管された。国内向けのメ
イン車種が海外生産されて輸入されるのは日本の自動車産業の歴史上初めてのことである。これはグロ
ーバルな最適生産の実現という視点からの意思決定でもあり、ある意味では自動車企業の理想型である
とも言える。本論文では日本のビッグ 3 （以下、トヨタ、日産、本田を日本のビッグ 3 と称する）の進
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化した海外生産オペレーションの到達点と国内外の事業環境変化における不可逆的な海外への生産移転
について分析する。 
 
 1 ．自動車という製品の特徴と海外生産移転の難しさ 
 1 ．1 自動車生産における部品メーカーの重要性 
日本の自動車企業は設計開発工数の 7 ～ 8 割を外部の部品メーカーに依存する一方、自らはエンジン、
シャシー、足回り、車体を含む車両全体の開発に集中するという分業体制をとっている。開発段階から
多くの一次請け部品メーカーが参画して自動車の設計開発を行っている。お互いに得意分野に特化して
緊密に摺りあわせをしながら約 3 万点の部品を組上げてコストを抑えかつ高性能で完成度の高い自動車
という製品を作り上げるのが日本の自動車製造の強みでもある。 
現在は殆どの国、地域（FTA 地域）において、現地生産車として認定されるためには国産化率要件
が非常に厳しくなっている。詳細な計算式、定義式の説明は省略するが NAFTA, EU では付加価値ベ
ースで 7 割以上の国産化率が義務付けられている。これを達成しないと域内製の製品として関税ゼロ
で国境を越えて FTA 圏内で流通させることができない。また ASEAN 諸国は対外自動車部品関税に高
い税率を課しており、現地国産化率を高めないと価格競争力が確保できにくい。円高下での価格競争力
を確保するためには、日本からの輸入部品を減らして、国産化率を80％、90％と高める努力が求めら
れる。 
新車開発や生産においても一次請け部品メーカーへの依存度が高いため、部品メーカーの協力なしに
は海外生産展開は不可能である。このため、日本の部品メーカーは自動車企業の海外展開に従って、北
米、英国、中国、タイ等に進出し、自動車企業生産の現地化をサポートしてきた。米欧では政治的な理
由と部品生産コストを引き下げる観点からも、地場の一次請け部品メーカーの活用も必要となる。系列
サプライヤーの中でも、自社の経営リソースのアベイラビリティや事業の収益性の問題から親企業の要
望通りの進出が実現するとは限らず、日本側でかなりの技術支援をしながら地場サプライヤーを活用せ
ざるを得ないこともある。 
米国について言えば、現地の部品メーカーに米国と日本方式（Design-in 方式：部品メーカーも車両
の開発段階から参画すること）のミックスで協業することになるため設計図面を英語化することはもち
ろん、センチメートルからヤードポンドの単位に見られる別の環境に合わせたり、各部品の実験・検査
基準も現地化する必要がある。これは膨大な仕事量にもなり、現地適応のための設計開発機能の現地化
が求められる。日本のビッグ 3 は1980年代後半にはデトロイトに設計開発子会社を設立している。現
在では米国以外の重要な量産拠点である、英国、中国、タイ等にも現地適応・生産支援を主目的にした
設計開発拠点が稼動している。 
自動車産業基盤形成の遅れている発展途上国では二次請け、三次請け部品メーカーを育成する必要も
ある。彼らの部品生産のための型製作企業も現地で育成されねばならない。膨大な部品、素材生産のピ
ラミッド構造の上に自動車組み立て企業が成立しており各構成企業が十分な能力を持たないと高品質の
自動車が生産されない。タイが本格的な日本からの自動車生産の受け皿としてここ 5 年余りの間、そ
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の地位を向上させてきたのは、過去半世紀に亘り日本の自動車企業、一次請け自動車部品メーカーの支
援により現地部品産業のインフラが十分育ってきた所以でもある。 
 
 1 ．2 自動車の製品アーキテクチャー 
自動車という製品は、タイヤやバテッリー、小型モータやランプ、ボルトやナット類のような汎用標
準品は別として、その車固有の設計になっている部分が多く、製品アーキテクチャー論で言うインテグ
ラルかつクローズドな製品のカテゴリーに属し、多くの部品の摺り合わせで性能と品質を確保している。
こうした側面も車両の開発、生産面での部品メーカーとの緊密な連携が必要な背景である。 3 次元の設
計データは形式知であるが、その図面情報はほんの一部であり、それだけ渡しても自動車ができるわけ
では決してない。部品単位の詳細図面、製造図面、各部品の詳細な材料データや実験基準、生産ノウハ
ウ等々、形式知に加えて多くの暗黙知が必要となる。特に日本の自動車企業は過半の部分を部品メーカ
ーに依存しているので系列、準系列の部品メーカーの支援体制が不可分であり、それだけ、国産化率の
高い条件下での海外生産移転の難しさがある。次節で説明される通り2000年代に入って北米、西欧、
中国、タイを中心とした ASEAN 諸国でその完成型に到達したのである。 
 
 2 ．グローバル生産拠点支援体制の確立 
 2 ．1 グローバル生産支援のシステム化…トヨタの GPC の事例 
トヨタは2003年に GPC（Global Production Center）を名古屋に設立し Toyota Way の海外拠点展
開を円滑にすると共に、海外生産拠点での生産モデルの切り替えの際の支援を集中的かつ効果的に行う
体制を整え年々内容を充実させている。ライン変更、設備治工具の変更、立ち上げまでの準備、マニュ
アルの開発やトレーニングの支援を、社内の専門家を GPC に集めて効率的に行えるようにしたのであ
る。増大するニーズに対して、日本人トレーナーによる海外技能員だけでは人員的な制約もあるため、
各海外生産拠点のトレーナーを育成するためのトレーナーも現地人化するまでに進化させている。こう
したトレーナーズ・トレーニングは日本本社の GPC 傘下にある海外 3 箇所の GPC で行われるように
なっている。すなわち米国（TMMK 内）、UK（TMUK 内）、タイにおける GPC でトヨタのベストプ
ラクティスの研修が行われ、そこでトレーナー資格を得た人材が、自らの生産拠点で技能員のトレーニ
ングに当たることとなる。 
（注） GPC については NHK スペシャル「トヨタ世界一への条件～グローバル企業の苦闘」（2006年11月放映）の
ドキュメンタリー番組で詳しく紹介されている。 
 
 2 ．2 グローバル生産支援のシステム化…日産の GPEC 
日産も同様の海外拠点の生産技術・立ち上げを支援する GPEC（Global Production Engineering 
Center）を2007年に座間工場の跡地に完成させている。筆者は昨年 9 月、神奈川県の座間地区にある
GPEC を見学しセンターの責任者やエンジニアのヒアリングを行ったので少し詳しく記したい。日産
は現在、国内を含めて31ヶ所の車両組み立て工場（KD 生産工場を含む）と27ヶ所のパワートレイン
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工場を世界中に展開しており、GPEC は基本的には車両生産工場のオペレーションの支援をしている。 
GPEC は上流工程から下流工程までグローバル 4 G 戦略から成り立っている。すなわち第一に Global 
Training Center 機能であり、世界展開している海外生産拠点の生産技術員、設備保全技術員、生産現
場のトレーナーの人材育成である。第二には Global Engineering Center 機能であり、国内外の生産拠
点におけるモデルチェンジ等の新モデル立ち上げに伴う生産技術、事前生産試作、現地生産準備、立ち
上げ支援である。第三に Global Packaging Center 機能であり、日本からのサプライパーツのコスト
パフォーマンスの高いパッケージングに関する技術支援、移動形態、梱包方法等の開発を行う。第四に
Global Launching Expert 機能であり、現地での新モデル立ち上げの技術的サポートである。 
 
本論文では第二番目の Global Engineering Center 機能についてやや詳しく紹介したい。この機能が
海外生産展開では最も重要な部分でもあるからである。 
GPEC では日産の国内外における全ての車両生産拠点の生産準備におけるエンジニアリングサポー
トを一手に引き受けている。すなわち、海外の現地生産モデルの生産開始に先立ち、現地調達部品や材
料も含めてすべてを GPEC に集めて、プレス工程～車体溶接工程～塗装～車両組み立て工程に至る車
両生産に関わる新型車の集中試作、解析をおこない新型車の生産準備段階での作りこみを行っているの
である。このプロセスによって準備段階での品質レベルを量産段階のレベルまで向上させることが可能
となっている。 
 3 万平方メートルの建屋の中には、車体溶接ロボット工程も準備されており、実際にプレスされたパ
ネルや部品を使用してロボットを稼動させ溶接作業をさせて組みつけの検証を行う。ここではそのデー
タをもとにして海外生産拠点の何百台ものロボットに対するティーチングを一挙に行い、そのデータを
海外拠点に送信することができるということである。全ての車体、トリム部品を組み付け、車両を完成
させる。その間に、あらゆる問題点を見つけ出し事前に不具合対応も行い、現地工場でのトライアルを
円滑に、短期間で実施、完了できるようにしている。現地の作業員用の電子マニュアルもこの GPEC
で作業性も十分配慮した組み付けマニュアルを作成して、現地の使用に供するとのことである。 
新車発売までに短期間にその品質を所定の高いレベルまで玉製しなければならない。「すり合わせ製
品」の代表でもある自動車については、以前はかなりの人数の技術員が日本国内のマザープラントで、
事前の組付けを検証し、多くの技術員や熟練技能員が現地に出張して時間をかけて新モデルの立ち上げ
を行ってきた。多くの車体溶接ロボットのティーチングや設備のチューニングを現地で行い入念に生産
トライアルを行ってきたのである。GPEC はこの機能のかなりの部分を日本で実施できるようにした
ことに加えて、現地での立ち上げに際して僅かな人数の技術員の出張で済ませられるようになってき
ている。この GPEC の完成により、現地工場で 2 回の試作が必要であったところが 1 回の試作ですむ
ようになり、現地での生産準備期間が約 3 分の 1 まで短縮されたとのことである。このように海外生産
のシステム化が行われると、あたかも国内に工場があるかのように海外工場のオペレーションが可能と
なる。 
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 3 ．グローバル最適生産と国内自動車産業の空洞化 
 3 ．1 国内量販モデルの完全海外移転による部品メーカーへの影響 
こうした海外生産支援システムが軌道に乗ったことと、前述の通り、タイ国内の一次請け二次請けサ
プライヤーを初めとする自動車製造インフラが充実してきたことによって2010年春に量産モデルであ
る日産マーチのタイへの全面生産移管が実現したのである。1990年代半ばごろから、本田のオハイオ
工場製のアコードが日本に輸出されたり、日産の英国工場製のプリメーラが日本向けに輸出されたこと
があったが、これらはあくまでも、日本で販売するモデルの部分的な補完であり、台数的に言っても年
間数千台のレベルにとどまり、今回の日産マーチのような年間 5 万台を越える規模の本格的な海外生産
移転による全面輸入とは比較にならない小規模なものであった。 
国内量販車の全面的な海外生産移転は、部品メーカーの経営に多大な影響を与える。タイの場合は日
本の殆どの主要一次請けの部品企業は現地生産拠点を既に有しており、現地での追加投資をすれば増産
が可能であるが、多額の設備投資が発生することに加えて、日本ではその移転分の生産ボリュームが減
少するため、設備稼働率が下がり、過剰人員も抱えることになり、収益が圧迫されることとなる。影響
は一次請けだけではなく二次請け、三次請け部品メーカーにも及ぶのである。十分な資金力や人材のゆ
とりの乏しい二次請け、三次請け企業は生産移管先の国に進出することは難しい。多くの場合二次請け、
三次請けサプライヤーは日本企業ではなく地場のサプライヤーがその役割を担うことになる。日本に残
った二次、三次請けサプライヤーの受注は大きく減少し、経営が成り立たなくなる企業もでてこよう。
深刻なマイナスの操業度効果が作用して他の部品コストも上昇することになり日本国内の自動車産業の
悪循環が始まることになる。 
 
 3 ．2 国内販売の停滞と円高傾向による国内操業度の低下 
〈図表１〉の通り、日本のビッグ 3 の生産台数は2008年半ば過ぎのリーマンショック後大きく減少し
てきており、特に日産と本田は生産台数が落ちてきている。過去 6 年間の各社の生産台数のピーク値
（年度）と2009年度値の比率を見るとトヨタは75％、日産が69％、本田は67％と減少している。ネガ
ティブな操業度効果によって台当たりの生産コストが上昇しているはずである。過去 5 年間での生産ピ
ーク年の生産能力に対する稼働率を仮に90％と仮定すると上記数値はさらに68％、62％、60％と落ち
込む。2010年度、2011年度と稼働率は回復に向かうとしても、海外市場の回復は主として現地車両生
産国である中国、北米、欧州においてであり、こうした地域向けの完成車輸出の回復のペースはかなり
遅いと予測される。加えて、日本国内の新車需要は少子高齢化や若年層の車離れ傾向から回復はかなり
部分的と想定される。よってトヨタや本田の国内稼働率は戻ってもせいぜい 8 割前後に留まろう。 
日産に至っては前述した通りタイへのマーチ10万台の生産移管がありリーフの生産が加わってもそ
の穴埋めは半分にも達しない。よって日産の稼働率は 8 割を大きく下回ることとなる。したがって日産
をはじめ日本のビッグ 3 の台あたりの生産コストは上昇圧力がかかり続けることとなる。 
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出所：自動車工業年鑑2010～2011年版より筆者作成 
図表１ 日本のビッグ３の国内生産台数推移 
 
一方、対ドル、対ユーロで80円台、110円台の円高が続くと輸出採算は車種にもよるが、ひところの
95円台と比べると非常に悪くなるし、赤字となるモデルも増加しよう。故に国内生産の完成車輸出は
伸び悩み、エコポイントが終了した今年以降の新車販売は低水準で推移するため、円高に対する抵抗力
は非常に弱くなる。 
最近の円高に対して一部の有力なエコノミストはここ10年以上の日米インフレ差を反映する購買力
平価と日本の自動車企業の経営力から見て日本の自動車企業は70円台の円高でも十分対応できるとし
ているが、その主張は前述の理由から間違っているといわざるを得ない。 
 
 3 ．3 従来の日本の自動車企業の円高対応戦略と今後 
1985年のプラザ合意以降の超円高（220円台から100円台への対ドル円高）を克服できた大きな理由
は、当時米国は対日自動車輸入規制（VRA）を実施しており、完成車の輸出は165万台に抑えられてい
た。まだ日本のビッグ 3 の北米での生産も小規模で始まったばかりであった。このため、日本車の供給
不足により、需要超過が起こり、日本車の販売価格を消費者物価以上に大きく引き上げることができた
ため、超円高にもかかわらず対米輸出利益を計上できたのである。 
〈図表２〉に示す通り、今回（2003～2008年、2010年に延ばしても同様と推測される）と、過去の円
高期間（1983～1992年）における米国での新車の販売小売価格指数をみると今回の円高期間では、米国
での新車価格はほとんど引き上げられていない。よって日本からの米国向け輸出車の現地販売価格の引
き上げはかなり困難であり円高分がそのまま収益の悪化につながってしまうと考えるべきであろう。日本
国内生産車のコスト削減については、本論文で指摘した国内の操業度の問題も悪影響を及ぼしてあまり
進まず、わが国の自動車企業の輸出損益分岐為替レートは70円台にはなりにくいと考えるべきであろう。 
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出所：Wards 自動車年鑑各年度版と米国 NADA DATA 2009（米国自動車販売店協会）資料より筆者作成  
図表２ 米国における新車価格指数の推移…円高２期間対比 
 
よって今回は、①国内生産の稼働率が低く保たれるため、台当たり生産コストの高止まること、②米
欧初め主要完成車市場のデフレ現象の中で日本車小売価格の引き上げが難しいこと、の二つの理由によ
り、過去のようには円高を乗り切ることができないというのが筆者の分析である。 
 
 3 ．4 海外からの部品輸入の増大 
もう一つの国内空洞化の懸念材料は円高対応策として、日本国内での自動車生産に当たって韓国、中
国、タイ等東アジア諸国で生産された海外部品を採用する動きが加速することである。国内の一次請け、
二次請けの部品サプライヤーはますます国内生産の縮小に直面することとなる。対米ドルの円高だけで
はなくむしろ、日本車の輸出競争力を相対的に弱めているのはウォン安（対円）であり、ここ 4 年間
で40％近く対ウォン円高となっているのである。日本車と比べて大きくコスト優位を獲得した韓国製
車の米国および、欧州での伸びは驚異的でもある。米国市場においては、昨年、現代グループブランド
車（起亜自動車を含む）は販売台数で日産車に肉薄しており2011年には日産を捕らえて輸入車ナンバ
ー 3 の位置を確保しそうな勢いである。日産は韓国車の競争力の源であるウォン安と日本より安い賃
金レベルを日本国内の車両生産に活用し始めている。すなわち、韓国製の部品の使用率を多くすること
である。日産の親会社でもあるルノーが出資している韓国第三位の自動車企業のルノーサムソンは日産
のティアナベースのモデルを九州に近い釜山の工場で生産しており、日産の開発・生産と相性が良い。
その周辺にはルノーサムソン向けの部品メーカーの工場も存在している。中には日産や日産系の部品メ
ーカーの技術指導したサプライヤーも存在しており、日産がこうした韓国の部品メーカーからの部品調
達を増やそうとしているのは自然でもある。 
一方、中国での日産車の生産台数は米国と日本を上回るスケールとなっており、今や中国は日産にと
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っての最大の市場であり第二の生産基地ともなっている。韓国や、中国、そしてインフラの整ったタイ
で生産される部品の比率を 2 割近くまで高めることで円高への対抗策とするとプレス発表をしている。
東アジアのサプライヤーを活用し、円高に対する抵抗力を高めることはトヨタ、本田も追随することが
必至である。このような傾向はわが国での自動車本体の生産伸び悩みと相俟って、自動車産業の国内の
空洞化をさらに進めることとなり、日本経済にはかなり大きなダメージとなろう。 
 
 3 ．5 自動車企業の世界最適生産志向と国内の空洞化 
自動車企業による国内量販モデルの海外生産への移行による関連産業ひいては日本経済に与える影響
は想像以上に大きい。この影響を推計する際に非常に有用なツールは産業連関表から導かれる逆行列表
の列和（影響力係数）の活用である。そこで、総理府で公表している最新の産業連関表（経産省の平成
20年の50部門表）で量産車種の海外生産移転の影響を予測する。この投入産出表の逆行列表における
乗用車セクターの列和は2.922である。この値の意味は「乗用車生産額の 1 億円の減少は自動車産業自
体での 1 億円の生産額の減少に加えて自動車分野以外の全産業において1.9億円の生産額の減少をもた
らす」ということを意味する。 
昨年 3 月に日産の追浜工場で年間約10万台のマーチの生産が終了し、全数タイの日産工場に移管され
た。10万台生産移転では台あたりの販売価格が100万円とすると究極的に日本国内の全産業で約2,922
億円の生産額の減少となる。日産のマーチの内製付加価値率を 3 分の 1 と仮定し1,000人の人員が追浜
で直接生産に従事しているとすると、自動車セクターとしてはその 3 倍の約 3 千人がマーチの部品や車
両の生産に関わっていることとなる。タイへの生産移管によってこの2.9倍の約8,700人規模の雇用が究
極的に自動車、部品、製鉄、化学製品、精密機械、輸送、サービス、金融等全産業において失われるこ
ととなる。 
日産がさらに、ティーダ、トヨタがカローラとヴィッツ、本田がシビックとフィット等の合計 5 つの
量販大衆車モデルで年産50万台規模の海外生産移転を行えば今後さらに全産業への波及で、究極的に、
約 1 兆4,600億円規模の生産額の減少となり（台あたり生産額を100万円と仮定）、全産業で約44千人規
模の雇用が失われる計算になる。もちろん、100％の付加価値が現地に移転されるのではなく日本から
一部の部品や素材の輸出のための生産が残るが、せいぜい多くても 1 割程度であり全体に与える影響は
僅かである。加えて、日本経済に与えるマイナス効果が海外部品の輸入によって生じる。既に触れたよ
うに、既存の国内生産モデルの海外部品使用率が増えれば、その分部品の国内生産が減少するので全産
業で2.9倍の規模で生産額と雇用の減少が生じるのである。 
（注）ここでは各産業ごとの雇用構造を自動車産業と同様であるとする単純な前提を置いた。 
自動車企業は、独自にグローバル最適生産によって円高を乗り切り、収益を改善させることになるが、
日本経済は空洞化というコストを払うことになる。この変化は不可逆的であり、一旦失った国内の製造
基盤を元に戻すことは非常に難しい。国内の二次、三次請け部品製造や型製造企業が作り上げてきた自
動車産業のインフラが傷ついてしまうからである。政府、日銀が的確な経済・金融政策を打ち出し過度
の円高、長期化する国内のデフレと消費の低迷に対して一刻も早く手を打たないと取り返しがつかなく
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なる。企業はグローバル展開によって低迷する日本経済から自由になれても、国はあくまで地理的に定
義された GDP の世界からは抜け出られない。グローバル最適で高収益をあげる日本企業の海外からの
利益配当、受け取り金利やロイヤリティ収入が追加されても（すなわち GNP）生産拠点の海外移転に
よる GDP の海外流出分の埋め合わせはできない。自動車生産のような他産業に対する生産誘発効果が
高く、雇用吸収力のある産業を日本国内に保持していくことが国民経済レベルでは重要となる。 
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